
１．盛り込んでいる。 ２．盛り込むことを検討中 ３．特に盛り込んでいない。

問１６．貴事業所の事業活動において、環境への取組を⾏う⽬的について、該当箇所に〇をご記入ください。
１．社会的責任 ２．企業イメージ・ブランド力の向上 ３．コスト削減 ４．法規制・国際基準への対応
５．顧客・取引先等からの要請への対応 ６．事業拡大・新規事業の展開
７．環境への取組は行っていない。

問１７．貴事業所の環境への取組状況について
①プラスチック問題への取組状況について該当する箇所に〇をご記入ください。

②再⽣可能エネルギーの導⼊・活⽤について該当する箇所に〇をご記入ください。

１．補助金・助成金 ２．セミナー・研修の開催 ３．相談事業の実施 ４．先進事例の公表 該当の番号に〇をつけてください。（パート・臨時を含む）
５．専門家派遣 ６．表彰・認定制度の実施 ７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１．１人 ２．２～５人 ３．６～１０人 ４．１１～２０人 ５．２１人～３０人
１．検討していない ２．.検討したが現在は考えていない ３．今後検討予定 ６．３１～５０人 ７．５１～１００人 ８．１０１～２００人 ９．２０１～３００人
４．具体的に検討している ５．既に実施している。 １０．３０１人以上（概ね　　　　　　　百人）←百人単位でご回答ください。

該当の番号に〇をつけてください。

１．業態転換 ２．新分野展開 ３．事業・業態転換 ４．事業再編 ５．新製品・サービスの開発
６．新規取引先の開拓 ７．国内回帰や内製化 ８．財務体質の強化（借入金返済等）
９．BCP（業務継続計画）の策定 １０．ICTの導入・活用 １１．副業や出向など雇用形態の多様化
１２．販売価格の最適化 １３．事業承継・引継ぎ
１４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１．ヒト（適切な人材等） ２．モノ（設備、用地等） ３．カネ（資金） １．国内需要の動向
４．情報（ノウハウ、専門家の意見） ５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ２．国外需要の動向
６．特になし ３．販売価格の動向

４．仕入価格の動向
５．仕入れ以外のコストの動向
６．資金繰り・資金調達の動向

１．公式ホームページ ２．たま広報 ３．ダイレクトメール ４．公式ツイッター ７．株式・不動産価格の動向
５．公式LINE ６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ７．確認していない ８．為替レートの動向

９．税制・会計制度等の動向
問２３.今後、行政（特に市役所）に期待する公的支援についてご記入ください。（自由記入） １０．新型コロナウイルス感染症の動向

　　　※上記１～９に当てはまるものを除く
１１．その他

問１５．貴事業所の経営上の⽅針に、環境に関する取組⽬標等を盛り込んでいるか、該当箇所に〇をご記入くださ
い。 多摩市内事業所現況調査　調査票

インターネットでご回答の場合は下記のいずれかの方法で以下のID、パスワードでアク
セスの上、ご回答ください。
①URL（〇〇〇〇）を直接入力
②●●●●と検索いただき、一番上の検索結果「〇〇〇〇」から・・・
③右記QRコードからアクセス
ID：
パスワード：使い捨てプラスチックの利用削減（代替品の使用など）に

ついて
１．実施している ２．実施していない ３．実施を検討中

役職： ご芳名：

再生可能エネルギー設備の導入 １．実施している ２．実施していない ３．実施を検討中 電話番号： FAX： メールアドレス：

プラスチックを使用する場合は、再生材やバイオマス素
材のものを選択

１．実施している ２．実施していない ３．実施を検討中

ご記入者
部課名：

円

従業員数
貴事業所が本社・本店の場合は全事業所を通じての人数を、支店等の場合は当該事業所のみの人
数をご回答ください。右記の内、

市内在住
者の割合

問１９.近年の感染症・原材料高騰等の影響に伴い、貴事業所で検討した新たな対策・取組の検討状況について、
該当する箇所に〇をご記入ください。

環境にやさしい電気（再生可能エネルギーを主体）への
切り替え

１．実施している ２．実施していない ３．実施を検討中 業種 ※業種は裏面【業種確認表】より該当するアルファベットをご記入ください。

　　％

事業所の
形態

問２０.上記問１９にて２～５のいずれかを回答した場合、検討内容又は実施した内容について、該当する箇所に〇
をご記入ください。（複数回答可）

形態 １．自己所有 ２．自宅

主要製品
サービス

資本金問１８．貴事業所で環境への取組を展開する際に、市に期待する支援策について、該当する箇所に〇をご記入く
ださい。（複数回答可能）

問１.貴事業所の業況について、2022年10月～翌年３月を基準として、業況とその理由についてご記入ください。
業況については該当する箇所に〇を、理由については右側の判断理由から番号を（３つまで）ご記入ください。

問２１.上記問２０でご回答のあった取組を行う（行った）上で課題となる（なった）ことについて、該当する箇所に〇を
ご記入ください。（複数回答可）

期間 業況（いずれかに〇） 判断理由 判断理由　選択肢一覧

３．賃貸
４．サテライト・シェ

アオフィス
５．その他（　　　　）

賃料 １．５万円未満
２．左記以上
１０万円未満

３．左記以上
２０万円未満

４．左記以上
３０万円未満

５．３０万円以上

問２２.多摩市の支援事業等について、貴事業所が確認している媒体について、該当する箇所に〇をご記入くださ
い。（複数回答可）

2022年４月～９月 １．悪い ２．普通 ３．良い

2021年１０月～
翌年３月

１．悪い ２．普通 ３．良い

2021年４月～９月 １．悪い ２．普通 ３．良い

2022年１０月～
翌年３月

基準

2023年４月～９月
（見込み）

１．悪い ２．普通 ３．良い

　以上で調査は終了です。ご協力ありがとうございました。調査票は同封の返信用封筒で〇月〇日まで
にご返送ください。なお、インターネットでご回答いただいた場合は返送不要です。

2023年１０月～
翌年３月（見込み）

１．悪い ２．普通 ３．良い

資料５



問２.貴事業所の取引状況について（収入）

１．店舗・工場棟の新設・増改築
２．生産能力増大のための機会・設備導入

％ ％ ３．既存機械・設備の入れ替え
４．技術革新・研究開発・新製品開発

問３.貴事業所の取引状況について（支出） ５．情報化（IT）投資
６．経営多角化・新分野進出
７．省エネ・環境問題への対応
８．土地購入

①原材料購入費について ９．労働環境の改善
１０．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

％ ％

②生産外注費

１．行っている。 ２．行っていないが、今後取り組む予定。 ３．行っていない。今後の予定もない。
％ ％

③設備投資費

問８．貴事業所のDX推進に向けた取組の必要性ついて、該当箇所に〇をご記入ください。
％ ％ １．必要だと思う。 2．ある程度必要だと思う。 3．わからない・どちらとも言えない。

４．あまり必要だと思わない。 ５．必要だと思わない。
【業種確認表】　※日本標準産業分類大分類

問９．貴事業所のDXの取組状況について、該当箇所に〇をご記入ください。
１．すでに取り組んでいる。 ２．取組を検討している。
３．必要だと思うが取組めていない。 ４．取り組む予定はない。

１．ホームページの作成 ２．営業活動・会議のオンライン化 ３．顧客データの一元管理
４．文書の電子化・ペーパレス化 ５．電子決裁導入 ６．電子商取引の実施
７．データの戦略的活用 ８．セキュリティ対策強化 ９．クラウドサービスの活用
１０．基幹システムの構築・導入 １１．テレワークの実施 １２．IOT活用
１３．AIの活用 １４．デジタル人材の採用・育成 １５．RPAの導入
１６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問４.貴事業所の設備能力及び投資動向について、２０２２年度を基準として、該当する箇所に〇をご記入ください。
問１１．上記問９で１と回答した場合、取組の成果について該当箇所に〇をご記入ください。
１．成果は出ている。 ２．ある程度成果が出ている。 ３．わからない。どちらとも言えない。
４．あまり成果は出ていない。 ５．あまり成果は出ていない。

問１２．貴事業所がDXに取組むにあたっての課題について該当箇所に〇をご記入ください。（複数回答可能）
１．DXに関わる人材不足 ２．ITに関わる人材不足 ３．予算の確保が難しい
４．具体的な効果・成果が見えない ５．経営者の意識・理解が不足している
６．DXに取り組もうとする企業文化・風土がない ７．何から始めて良いかわからない
８．ビジョンや経営戦略、ロードマップがない ９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１．補助金・助成金 ２．セミナー・研修の開催 ３．相談事業の実施 ４．先進事例の公表
５．専門家派遣 ６．融資制度の実施 ７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１．行っている。 ２．対応を検討中 ３．関心はあるが検討していない。 ４．関心が無い。
５．SDGｓを知らない。 ６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問６.上記問５で設備投資について、「実施」と回答した場合、その目的について（３つまで）ご記入ください。※右表
より番号を選択してご記入ください。前年度決算におけるサービス等の販売・納入額について、取引先（地域）のおおよその割合及び業種（下表か

ら該当するアルファベット）をご記入ください。　※市内と市外の割合は合計すると100％になります。
年度 目的 目的　選択肢一覧

2022年度

2023年度
前年度決算における各支出額について、主な取引先（地域）とおおよその割合及び取引先の業種（下表から該
当するアルファベット）をご記入ください。　※市内と市外の割合は合計すると100％になります。

2024年度

市内
取引先の業種（３つまで）

市外
取引先の業種（３つまで）

2021年度

2025年度
以降

市内
取引先の業種（３つまで）

市外
取引先の業種（３つまで）

問７.貴事業所ではインターネット上での製品・サービス等の販売を行っていますか？次のうち、当てはまるもの１
つに〇をご記入ください。また、行っている場合、売上全体に占めるおおよその割合をご記入ください。

市内
取引先の業種（３つまで）

市外
取引先の業種（３つまで）

インターネット上での販売額が
売上全体に占める割合 ％

市内
取引先の業種（３つまで）

市外
取引先の業種（３つまで）

アルファベット 業種 アルファベット 業種

C 鉱業等 M 宿泊業、飲食サービス業

D 建設業 N 生活関連サービス業、娯楽業

A 農業・林業 K 不動産、物品賃貸業

B 漁業 L 学術研究、専門・技術サービス業

問１０．上記問９で１又は２で回答した場合、具体的な取組内容について該当箇所に〇をご記入ください。（複数回
答可能）E 製造業 O 教育、学習支援業

F 電気、ガス、水道業等 P 医療、福祉

I 卸売業、小売業 S 公務

J 金融業、保険業 T 分類不能

G 情報通信業 Q 複合サービス事業

H 運輸、郵便業 R その他サービス業

3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足

2022年度 基準

年度 生産設備（該当事業所のみ） 研究開発投資 営業用設備
2021年度 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正

3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足

2024年度（見込み） 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正
2023年度（見込み） 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正

3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足

問５.貴事業所の設備投資の実施について、該当する箇所に〇をご記入ください。また、投資額・投資先について
〇をご記入ください。

年度 設備投資(〇で囲む)

⇒

設備投資額（左記「実施」と回答した場合） 投資先(〇で囲む)

問１３．DX推進に向けて多摩市に期待する支援策について、該当箇所に〇をご記入ください。（複数回答可能）

2022年度 1.未実施 2.実施 万円 1.市内 2.市外

2021年度 1.未実施 2.実施 万円 1.市内 2.市外

2025年度以降：（　　　　　　）年頃予定
（見込み）

万円 1.市内 2.市外

問１４．貴事業所では、SDGs（持続可能な開発⽬標）への貢献の視点を持った経営、事業活動を⾏ってい
ますか。2024年度

（見込み）
1.未実施 2.実施 万円 1.市内 2.市外

2023年度
（見込み）

1.未実施 2.実施 万円 1.市内 2.市外


